
 
 

国 立 大 学 法 人 京 都 大 学 教 職 員 給 与 規 程 等 新 旧 対 照 表 
改  正  前 改  正  後 

国立大学法人京都大学教職員給与規程 
（平成１６年達示第８０号） 

 
（前 略） 
（教職員の給与） 

第４条 俸給は、国立大学法人京都大学教職員の勤務

時間、休暇等に関する規程（平成１６年達示第８３

号。以下「勤務時間等規程」という。）第３条及び第

１６条から第１９条までの規定による勤務時間（以

下「正規の勤務時間」という。）による勤務に対する

報酬であって、この規程に定める俸給の特別調整額、

職責調整手当、初任給調整手当、扶養手当、都市手当、

広域異動手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、

特殊勤務手当、特地勤務手当（第２２条による手当

を含む。）、超過勤務手当、休日給、夜勤手当、宿日

直手当、管理教職員特別勤務手当、期末手当、勤勉手

当、期末特別手当、寒冷地手当、入試手当、学位論文

調査手当、遠隔地異動・出向手当、拠点手当、衛生管

理手当、特別報奨金、教養・共通教育主幹手当、健康

管理手当及び看護職員調整手当を除いた全額とする。 
（中 略） 
（給与の支給日及び支給方法） 

第９条  
２ 
３ 職責調整手当、扶養手当、住居手当、通勤手当、単

身赴任手当、特地勤務手当等、寒冷地手当、衛生管理

手当、健康管理手当及び看護職員調整手当は、俸給

の支給方法に準じて支給する。ただし、俸給の支給

日までにこれらの給与に係る事実が確認できない等

のため、その日に支給することができないときは、

その日後に支給する。 
 
 
 
４・５ （略） 

（俸給の支給） 
第１０条  
２～４  
 
 
 
 
 
 （中 略） 

（特定の教職員についての適用除外） 
第３４条 第１１条から第１５条まで、第１７条、第

２０条、第２３条から第２６条まで、第２８条から

第３１条まで、第３３条の６及び第３３条の８の規

 

 

 

 

（教職員の給与） 
第４条 俸給は、国立大学法人京都大学教職員の勤務

時間、休暇等に関する規程（平成１６年達示第８３

号。以下「勤務時間等規程」という。）第３条及び第

１６条から第１９条までの規定による勤務時間（以

下「正規の勤務時間」という。）による勤務に対する

報酬であって、この規程に定める俸給の特別調整額、

職責調整手当、初任給調整手当、扶養手当、都市手当、

広域異動手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、

特殊勤務手当、特地勤務手当、特地勤務手当に準ず

る手当、超過勤務手当、休日給、夜勤手当、宿日直手

当、管理教職員特別勤務手当、期末手当、勤勉手当、

期末特別手当、寒冷地手当、入試手当、学位論文調査

手当、遠隔地異動・出向手当、拠点手当、衛生管理手

当、特別報奨金、教養・共通教育主幹手当、健康管理

手当及び看護職員調整手当を除いた全額とする。 
 

（給与の支給日及び支給方法） 
第９条  
２ 
３ 俸給の特別調整額、職責調整手当、初任給調整手

当、扶養手当、都市手当、広域異動手当、住居手当、

通勤手当、単身赴任手当、特地勤務手当、特地勤務手

当に準ずる手当、寒冷地手当、遠隔地異動・出向手当、

拠点手当、衛生管理手当、教養・共通教育主幹手当、

健康管理手当及び看護職員調整手当は、俸給の支給

方法に準じて支給する。ただし、俸給の支給日までに

これらの給与に係る事実が確認できない等のため、そ

の日に支給することができないときは、その日後に

支給する。 
４・５ （同 左） 

（俸給の支給） 
第１０条  
２～４  
５ 前各項の規定は、俸給の特別調整額、初任給調整

手当、都市手当、広域異動手当、特地勤務手当、特

地勤務手当に準ずる手当、遠隔地異動・出向手当、

衛生管理手当、健康管理手当及び看護職員調整手当

の支給について準用する。 

 

（特定の教職員についての適用除外） 

第３４条 第１１条から第１５条まで、第１７条、第

２０条、第２８条から第３１条まで、第３３条の６

及び第３３条の８の規定は、指定職俸給表の適用を

（略） （同 左） 

（略） （同 左） 



 
 

改  正  前 改  正  後 

定は、指定職俸給表の適用を受ける教職員には適用

しない。  
２ 第２３条、第２４条、第３３条の６及び第３３条

の８の規定は、俸給の特別調整額の適用を受ける教

職員には適用しない。 
 
 
３ （略） 
 （中 略） 

（勤務１時間あたりの給与額） 

第３９条 第３７条に規定する勤務１時間当たりの

給与額は、俸給及び職責調整手当の月額並びにこれ

に対する都市手当、広域異動手当、遠隔地異動・出

向手当及び看護職員調整手当の月額の合計額を１

年間における１月平均所定労働時間数で除して得

た額とする。 

 

 

  

２ 第２３条から第２５条までに規定する勤務１時

間当たりの給与額は、俸給及び職責調整手当の月額

並びにこれに対する初任給調整手当、都市手当、広

域異動手当、特地勤務手当、特地勤務手当に準ずる

手当、寒冷地手当、遠隔地異動・出向手当及び看護

職員調整手当の合計額を１年間における１月平均

所定労働時間数で除して得た額とする。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 前２項の定めによる１年間は、当該年度始めの４

月１日から翌年の３月３１日とする。 

（後 略） 

 

 

 

受ける教職員には適用しない。  

 

２ 第２３条、第２４条、第３３条の６及び第３３条

の８の規定は、俸給の特別調整額の適用を受ける教

職員及び指定職俸給表の適用を受ける教職員（同規

定別表第９の職名欄に掲げる職にある者に限る。）

には適用しない。 

３ （同 左） 

 

（勤務１時間あたりの給与額） 

第３９条 第３７条に規定する勤務１時間当たりの

給与額は、俸給及び職責調整手当の月額並びにこれ

に対する初任給調整手当、都市手当、広域異動手当

、特地勤務手当、特地勤務手当に準ずる手当、寒冷

地手当、遠隔地異動・出向手当、拠点手当、衛生管

理手当、教養・共通教育主幹手当、健康管理手当及

び看護職員調整手当の月額の合計額を１年間にお

ける１月平均所定労働時間数で除して得た額とす

る。  

２ 第２３条から第２５条までに規定する勤務１時

間当たりの給与額は、俸給及び職責調整手当の月額

並びにこれに対する初任給調整手当、都市手当、広

域異動手当、特地勤務手当、特地勤務手当に準ずる

手当、寒冷地手当、遠隔地異動・出向手当、拠点手

当、衛生管理手当、教養・共通教育主幹手当、健康

管理手当及び看護職員調整手当の月額の合計額を

１年間における１月平均所定労働時間数で除して

得た額とする。 

３ 前項の規定にかかわらず、第２３条から第２５条

までに規定する勤務１時間当たりの給与額は、当該

勤務が、第２０条に定める特殊勤務手当（国立大学

法人京都大学教職員特殊勤務手当支給細則に規定

する高所作業手当、爆発物取扱等作業手当、航空手

当、種雄牛馬取扱手当、死体処理手当、放射線取扱

手当、異常圧力内作業手当、山上等作業手当、手術

看護手当に限る。）が支給されることとなる作業又

は業務に該当する場合は、当該勤務に係る勤務１時

間当たりの特殊勤務手当の額（１日単位で支給され

るものにあっては、その額を７．７５で除して得た

額、１月単位で支給されるものにあっては、その額

を１年間における１月平均所定労働時間数で除し

て得た額）を前項の規定による額に加算した額とす

る。 

４ 前３項の定めによる１年間は、当該年度始めの４

月１日から翌年の３月３１日とする。 

 

   附 則（令和６年達示第１５号） 

この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

 



 
 

改  正  前 改  正  後 

国立大学法人京都大学年俸制教員給与規程 
（平成２７年達示第５６号） 

 
（前 略） 
（準用） 

第８条 （略） 

読み替え
る規定 

読み替えられる字句 読み替える字句 

第９条第
３項 

職責調整手当、扶養手
当、住居手当、通勤手当、
単身赴任手当、特地勤務
手当等、寒冷地手当、衛
生管理手当及び健康管
理手当 
 
 
 
 
 
 
 

通勤手当、拠点手
当、衛生管理手当、
教養・共通教育主幹
手当及び健康管理
手当 

俸給 職務給 
（略） 

第３６条
第１項か
ら第３項
まで及び
第５項 

俸給、扶養手当、都市手
当、広域異動手当、住居
手当、期末手当、期末特
別手当及び遠隔地異動・
出向手当 
 

職務給を１２で除
して得た額 

第３６条
第４項及
び第８項 

俸給、扶養手当、都市手
当、広域異動手当、住居
手当及び遠隔地異動・出
向手当 
 

職務給を１２で除
して得た額 

（略） 
第３９条
第１項 

俸給及び職責調整手当
の月額並びにこれに対
する都市手当、広域異動
手当及び遠隔地異動・出
向手当の月額 
 
 
 
 
 
 
 

職務給及びインセ
ンティブ手当を１
２で除して得た額 

 

 

 
 

（準用） 
第８条 （同 左） 

読み替え
る規定 

読み替えられる字句 読み替える字句 

第９条第
３項 

俸給の特別調整額、職責
調整手当、初任給調整手
当、扶養手当、都市手当、
広域異動手当、住居手
当、通勤手当、単身赴任
手当、特地勤務手当、特
地勤務手当に準ずる手
当、寒冷地手当、遠隔地
異動・出向手当、拠点手
当、衛生管理手当、教養
・共通教育主幹手当、健
康管理手当及び看護職
員調整手当 

俸給の特別調整額、
通勤手当、拠点手
当、衛生管理手当、
教養・共通教育主幹
手当及び健康管理
手当 
 

俸給 職務給 
（同 左） 

第３６条
第１項か
ら第３項
まで及び
第５項 

俸給、扶養手当、都市手
当、広域異動手当、住居
手当、期末手当、期末特
別手当、遠隔地異動・出
向手当及び看護職員調
整手当 

職務給を１２で除
して得た額 

第３６条
第４項及
び第８項 

俸給、扶養手当、都市手
当、広域異動手当、住居
手当、遠隔地異動・出向
手当及び看護職員調整
手当 

職務給を１２で除
して得た額 

（同 左） 
第３９条
第１項 

俸給及び職責調整手当
の月額並びにこれに対
する初任給調整手当、都
市手当、広域異動手当、
特地勤務手当、特地勤務
手当に準ずる手当、寒冷
地手当、遠隔地異動・出
向手当、拠点手当、衛生
管理手当、教養・共通教
育主幹手当、健康管理手
当及び看護職員調整手
当の月額 

職務給及びインセ
ンティブ手当を１
２で除して得た額
並びに拠点手当、衛
生管理手当、教養・
共通教育主幹手当
及び健康管理手当
の月額 



 
 

改  正  前 改  正  後 

第３９条
第２項 

俸給及び職責調整手当
の月額並びにこれに対
する初任給調整手当、都
市手当、広域異動手当、
特地勤務手当、特地勤務
手当に準ずる手当、寒冷
地手当及び遠隔地異動・
出向手当 
 
 
 
 

職務給及びインセ
ンティブ手当を１
２で除して得た額 

 （後 略） 

 

 

 

 

    国立大学法人京都大学特定有期雇用教職員就

業規則 

（平成１８年達示第２１号） 

 

 （前 略） 

（準用） 

第１３条 第６条の２並びに第７条第１項及び第２

項の規定は、特定外国語担当教員に準用する。この

場合において、第７条第２項の規定中「第１１条か

ら第１９条まで、第２０条（国立大学法人京都大学

教職員特殊勤務手当支給細則（平成１６年４月１日

総長裁定）第１３条の２に規定する緊急手術等手当

を除く。）、第２１条、第２２条」とあるのは「第

１１条から第２２条まで」と読み替える。 

 

２・３ （略） 

（中 略） 

（準用） 

第１６条 第６条の２、第７条第１項及び第２項並び

に第１２条の３の規定は、特定病院助教に準用する。

この場合において、第７条第２項の規定中「第２０

条（国立大学法人京都大学教職員特殊勤務手当支給

細則（平成１６年４月１日総長裁定）第１３条の２

に規定する緊急手術等手当を除く。）」とあるのは

「第２０条（国立大学法人京都大学教職員特殊勤務

手当支給細則（平成１６年４月１日総長裁定）第

１２条に規定する麻酔手当及び第１３条の２に規

定する緊急手術等手当を除く。）」と読み替える。 

 

（後 略） 

 

 

 

第３９条
第２項 

俸給及び職責調整手当
の月額並びにこれに対
する初任給調整手当、都
市手当、広域異動手当、
特地勤務手当、特地勤務
手当に準ずる手当、寒冷
地手当、遠隔地異動・出
向手当、拠点手当、衛生
管理手当、教養・共通教
育主幹手当、健康管理手
当及び看護職員調整手
当の月額 

職務給及びインセ
ンティブ手当を１
２で除して得た額
並びに拠点手当、衛
生管理手当、教養・
共通教育主幹手当
及び健康管理手当
の月額 

 

   附 則（令和６年達示第１５号） 

この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

（準用） 

第１３条 第６条の２並びに第７条第１項及び第２

項の規定は、特定外国語担当教員に準用する。この

場合において、第７条第２項の規定中「第１１条か

ら第１９条まで、第２０条（国立大学法人京都大学

教職員特殊勤務手当支給細則（平成１６年４月１日

総長裁定）第１３条の２に規定する緊急手術等手当

及び第１３条の３に規定する全学海外拠点勤務手

当を除く。）、第２１条、第２２条」とあるのは「

第１１条から第２２条まで」と読み替える。 

２・３ （同 左） 

 

（準用） 

第１６条 第６条の２、第７条第１項及び第２項並び

に第１２条の３の規定は、特定病院助教に準用する。

この場合において、第７条第２項の規定中「第２０

条（国立大学法人京都大学教職員特殊勤務手当支給

細則（平成１６年４月１日総長裁定）第１３条の２

に規定する緊急手術等手当及び第１３条の３に規

定する全学海外拠点勤務手当を除く。）」とあるの

は「第２０条（国立大学法人京都大学教職員特殊勤

務手当支給細則（平成１６年４月１日総長裁定）第

１２条に規定する麻酔手当及び第１３条の２に規

定する緊急手術等手当を除く。）」と読み替える。 

 

 

   附 則（令和６年達示第１５号） 

この規程は、令和６年４月１日から施行する。 



 
 

改  正  前 改  正  後 

 

国立大学法人京都大学支援職員就業規則 

（令和４年達示第３号） 

 

 （前 略） 

（他の規則の準用） 

第２０条 （略） 

２ 前項の場合において、第３１条の規定により支援

職員に準用する給与に関する事項のうち、給与規程

第４条中「俸給の特別調整額、職責調整手当、初任給

調整手当、扶養手当、都市手当、広域異動手当、住居

手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、特地

勤務手当（第２２条による手当を含む。）、超過勤務

手当、休日給、夜勤手当、宿日直手当、管理教職員特

別勤務手当、期末手当、勤勉手当、期末特別手当、寒

冷地手当、入試手当、学位論文調査手当、遠隔地異動・

出向手当、拠点手当、衛生管理手当、特別報奨金、教

養・共通教育主幹手当、健康管理手当及び看護職員

調整手当」とあるのは、「俸給の特別調整額、職責調

整手当、初任給調整手当、扶養手当、都市手当、広域

異動手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊

勤務手当、特地勤務手当（第２２条による手当を含

む。）、超過勤務手当、休日給、夜勤手当、宿日直手

当、管理教職員特別勤務手当、期末特別手当、寒冷地

手当、入試手当、学位論文調査手当、遠隔地異動・出

向手当、拠点手当、衛生管理手当、特別報奨金、教養・

共通教育主幹手当、健康管理手当、看護職員調整手

当、賞与及び職務付加手当」と、同規程第３９条第１

項中「勤務１時間当たりの給与額は、俸給及び職責

調整手当の月額並びにこれに対する都市手当、広域

異動手当、遠隔地異動・出向手当及び看護職員調整

手当の月額の合計額」とあるのは、「勤務１時間当た

りの給与額は、俸給及び職責調整手当の月額並びに

これに対する都市手当、広域異動手当、遠隔地異動・

出向手当、看護職員調整手当及び職務付加手当の月

額の合計額」と、同規程第３９条第２項中「勤務１時

間当たりの給与額は、俸給及び職責調整手当の月額

並びにこれに対する初任給調整手当、都市手当、広

域異動手当、特地勤務手当、特地勤務手当に準ずる

手当、寒冷地手当、遠隔地異動・出向手当及び看護職

員調整手当の合計額」とあるのは、「勤務１時間当た

りの給与額は、俸給及び職責調整手当の月額並びに

これに対する初任給調整手当、都市手当、広域異動

手当、特地勤務手当、特地勤務手当に準ずる手当、寒

冷地手当、遠隔地異動・出向手当、看護職員調整手当

及び職務付加手当の月額の合計額」と、それぞれ読

み替える。 

 

 

 
 
 

 

 

 （他の規則の準用） 

第２０条 （同 左） 

２ 前項の場合において、第３１条の規定により支援

職員に準用する給与に関する事項のうち、給与規程

第４条中「俸給の特別調整額、職責調整手当、初任給

調整手当、扶養手当、都市手当、広域異動手当、住居

手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、特地

勤務手当、特地勤務手当に準ずる手当、超過勤務手

当、休日給、夜勤手当、宿日直手当、管理教職員特別

勤務手当、期末手当、勤勉手当、期末特別手当、寒冷

地手当、入試手当、学位論文調査手当、遠隔地異動・出

向手当、拠点手当、衛生管理手当、特別報奨金、教養

・共通教育主幹手当、健康管理手当及び看護職員調

整手当」とあるのは、「俸給の特別調整額、職責調整

手当、初任給調整手当、扶養手当、都市手当、広域異

動手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤

務手当、特地勤務手当、特地勤務手当に準ずる手当、

超過勤務手当、休日給、夜勤手当、宿日直手当、管理

教職員特別勤務手当、期末特別手当、寒冷地手当、入

試手当、学位論文調査手当、遠隔地異動・出向手当、

拠点手当、衛生管理手当、特別報奨金、教養・共通教

育主幹手当、健康管理手当、看護職員調整手当、賞与

及び職務付加手当」と、同規程第３９条第１項中「勤

務１時間当たりの給与額は、俸給及び職責調整手当

の月額並びにこれに対する初任給調整手当、都市手

当、広域異動手当、特地勤務手当、特地勤務手当に準

ずる手当、寒冷地手当、遠隔地異動・出向手当、拠点

手当、衛生管理手当、教養・共通教育主幹手当、健康

管理手当及び看護職員調整手当の月額の合計額」と

あるのは、「勤務１時間当たりの給与額は、俸給及び

職責調整手当の月額並びにこれに対する初任給調整

手当、都市手当、広域異動手当、特地勤務手当、特地

勤務手当に準ずる手当、寒冷地手当、遠隔地異動・出

向手当、拠点手当、衛生管理手当、教養・共通教育主

幹手当、健康管理手当、看護職員調整手当及び職務

付加手当の月額の合計額」と、同規程第３９条第２

項中「勤務１時間当たりの給与額は、俸給及び職責調

整手当の月額並びにこれに対する初任給調整手当、都

市手当、広域異動手当、特地勤務手当、特地勤務手当

に準ずる手当、寒冷地手当、遠隔地異動・出向手当、

拠点手当、衛生管理手当、教養・共通教育主幹手当、

健康管理手当及び看護職員調整手当の月額の合計額

」とあるのは、「勤務１時間当たりの給与額は、俸給

及び職責調整手当の月額並びにこれに対する初任給



 
 

改  正  前 改  正  後 

 

 

 

 

 

 

３～５ （略） 

 （後 略） 

 

 

 

国立大学法人京都大学有期雇用教職員就業規則 

（平成１７年達示第３７号） 

 

 （前 略） 

（特殊勤務手当） 

第２８条 有期雇用教職員には、給与規程第２０条に

定める教職員の例に準じて特殊勤務手当を支給する

ことができる。 

 

 

 

 

 

 

 （中 略） 

（超過勤務手当、休日給、夜勤手当等） 
第３０条  
２～５  
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 （後 略） 

 

 

 

国立大学法人京都大学時間雇用教職員就業規則 

（平成１７年達示第３８号） 

 

 （前 略） 

（特殊勤務手当） 

第２７条 時間雇用教職員には、給与規程第２０条（国

調整手当、都市手当、広域異動手当、特地勤務手当、

特地勤務手当に準ずる手当、寒冷地手当、遠隔地異

動・出向手当、拠点手当、衛生管理手当、教養・共通

教育主幹手当、健康管理手当、看護職員調整手当及

び職務付加手当の月額の合計額」と、それぞれ読み

替える。 

３～５ （同 左） 

 

   附 則（令和６年達示第１５号） 

この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

（特殊勤務手当） 

第２８条 有期雇用教職員には、給与規程第２０条に

定める教職員の例に準じて特殊勤務手当を支給する

ことができる。 

２ 前項に基づき支給する手当のうち、国立大学法人

京都大学教職員特殊勤務手当支給細則（平成１６年

４月１日総長裁定。以下「特殊勤務手当支給細則」と

いう。）第８条に規定する放射線取扱手当の額は、所

定の勤務日のうち給与を支給する日１日につき４４

０円とする。 

 
（超過勤務手当、休日給、夜勤手当等） 

第３０条  
２～５ 
６ 前項の規定にかかわらず、第１項から第３項まで

の手当の対象となる勤務が、給与規程第２０条に定

める特殊勤務手当（特殊勤務手当支給細則に規定す

る放射線取扱手当に限る。）が支給されることとなる

作業又は業務に該当する場合は、給与規程２３条、給

与規程第２４条及び給与規程第２５条の規定中「第

３９条に規定する勤務１時間あたりの給与額」とあ

るのは、「その者に支給される日給額及び当該勤務に

係る特殊勤務手当の額の合計額を７．７５で除して

得た額」と読み替える。 
 

   附 則（令和６年達示第１５号） 

この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

（特殊勤務手当） 

第２７条 時間雇用教職員には、給与規程第２０条（

（略） （同 左） 



 
 

改  正  前 改  正  後 

立大学法人京都大学教職員特殊勤務手当支給細則

（平成１６年４月１日総長裁定）第１２条に規定す

る麻酔手当を除く。）に定める教職員の例に準じて特

殊勤務手当を支給することができる。 

 

 

 

 

 

（特地勤務手当） 

第２８条 特地勤務手当は、国立大学法人京都大学教

職員特地勤務手当等支給細則に定める施設に勤務す

る時間雇用教職員に、教職員の例に準じて、その者

に支給される時間給の月額に所定の割合を乗じて得

た額の範囲内の額を、支給することができる。 

 

（超過勤務手当及び夜勤手当） 

第２９条  

２  

３ 前２項の適用に当たっては、給与規程第２３条及

び給与規程第２５条の規定中「第３９条に規定する

勤務１時間あたりの給与額」とあるのは、「その者

に支給される時間給額及び第２９条の４に規定す

る看護職員調整手当の額の合計額」と読み替える。 

 
４・５ （略）  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （後 略） 

 

 

 

 

国立大学法人京都大学外国人教師就業規則 

（平成１６年達示第７４号） 

 

 （前 略） 

（給与） 

第６条 外国人教師には、次の各号に掲げる給与を支

給する。 

国立大学法人京都大学教職員特殊勤務手当支給細則

（平成１６年４月１日総長裁定。以下「特殊勤務手

当支給細則」という。）第１２条に規定する麻酔手当

を除く。）に定める教職員の例に準じて特殊勤務手

当を支給することができる。 

２ 前項に基づき支給する手当のうち、特殊勤務手当

支給細則第８条に規定する放射線取扱手当の額は、

所定の勤務時間のうち給与を支給する時間１時間に

つき６０円とする。 

（特地勤務手当） 

第２８条 特地勤務手当は、国立大学法人京都大学教

職員特地勤務手当等支給細則に定める施設に勤務す

る時間雇用教職員に、教職員の例に準じて、その者

に支給される時間給額に所定の割合を乗じて得た額

を、所定の勤務時間のうち給与を支給する時間１時

間につき支給することができる。 

（超過勤務手当及び夜勤手当） 

第２９条  

２  

３ 前２項の適用に当たっては、給与規程第２３条及

び給与規程第２５条の規定中「第３９条に規定する

勤務１時間あたりの給与額」とあるのは、「その者

に支給される時間給額、これに対する特地勤務手当

及び第２９条の４に規定する看護職員調整手当の

額の合計額」と読み替える。 

４・５ （同 左）  
６ 第３項の規定にかかわらず、第１項及び第２項の

手当の対象となる勤務が、給与規程第２０条に定め

る特殊勤務手当（特殊勤務手当支給細則に規定する

放射線取扱手当に限る。）が支給されることとなる

作業又は業務に該当する場合は、給与規程第２３条

及び給与規程第２５条の規定中「第３９条に規定す

る勤務１時間あたりの給与額」とあるのは、「その

者に支給される時間給額、これに対する特地勤務手

当及び第２９条の４に規定する看護職員調整手当

の額の合計額に、当該勤務に係る特殊勤務手当の額

を加算した額」と読み替える。 

 

   附 則（令和６年達示第１５号） 

この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

（給与） 

第６条 外国人教師には、次の各号に掲げる給与を支

給する。 

（同 左） （略） 



 
 

改  正  前 改  正  後 

(1) 俸給 

(2) 都市手当 

(3) 通勤手当 

(4) 期末手当 

(5) 勤勉手当 

 

 

 

２～７ （略） 

 （後 略） 

 

 

 

国立大学法人京都大学招へい研究員就業規則 

（平成１６年達示第７５号） 

 

 （前 略） 

（給与） 
第６条 招へい研究員には、次の各号に掲げる給与を

支給する。 
(1) 俸給 

(2) 通勤手当 
 

 

 

２～５ （略） 

 （後 略） 

 

 

(1) 俸給 

(2) 都市手当 

(3) 通勤手当 

(4) 期末手当 

(5) 勤勉手当 

(6) 超過勤務手当 

(7) 休日給 

(8) 夜勤手当 

２～７ （同 左） 

 

   附 則（令和６年達示第１５号） 

この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

（給与） 
第６条 招へい研究員には、次の各号に掲げる給与を

支給する。 
(1) 俸給 

(2) 通勤手当 

(3) 超過勤務手当 

(4) 休日給 

(5) 夜勤手当 
２～５ （同 左） 

 

   附 則（令和６年達示第１５号） 

この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 


